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論 説 

オランダ環境税制改革とエネルギー税の意義 

 

常葉大学法学部准教授 

柴  由 花 

 

◆SUMMARY◆ 

 
オランダでは、1980年代から 1990年代初頭にかけて、高齢化や失業率の悪化に伴う社会
保障負担が増加する一方、経済成長が停滞し、財政赤字が拡大するという問題に直面してい
た。そこで、所得課税から消費課税へのシフトや税制のグリーン化が必要であるとされ、環
境関連税の税収を、所得税や社会保険料の税率の引き下げに用いることとされた。 

本稿は、オランダにおける環境関連税のうち、エネルギー税が、所得税や社会保険料の税
率の引き下げとどのような関係を有しているのかについて考察し、その考察を基に、今後の
我が国における社会保障制度維持のための財源確保及び環境配慮などのあり方について述
べたものである。（平成 26年 4月 30日税務大学校ホームページ掲載） 

（税大ジャーナル編集部） 
 

 

本内容については、すべて執筆者の個人的見解であり、

税務大学校、国税庁あるいは国税不服審判所等の公式見

解を示すものではありません。 
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はじめに 

オランダでは、高齢化に伴い社会保障費が
増大しており、財政問題となっている(1)。1980 

年代から1990 年代初頭にかけて、オランダ
を含む大陸型福祉国家は失業率が悪化、福祉
給付額が増大する一方、経済成長が停滞する
というきわめて困難な状況にあった(2)。1980

年代に失業率は10％を超え、社会保障負担の
急増から財政赤字が拡大した(3)（いわゆる「オ
ランダ病」と呼ばれる。）。オランダの高齢化
率は1990年には13％であったが、2000年に
は15％、2020年には19％になると予測された
(4)。1990年代後半には、所得課税から消費課
税へのシフトや税制のグリーン化が必要で
あるとされ(5)、環境関連税を、所得税や社会
保険料の税率の引き下げの財源に用いる環
境税制改革が行われた(6)。 

本稿では、オランダにおける環境関連税の

うち、エネルギー税が、所得税や社会保険料
の税率の引き下げとどのような関係を有して
いるのかについて考えたい。オランダのエネ
ルギー税は、かつて我が国で導入されていた
電気ガス税に近い仕組みをもっており、今後
の我が国の社会保障の財源を考える上で、興
味深いと思われるからである。そこで、まず、
環境関連税およびエネルギー税の税収の傾向
を明らかにし（Ⅰ）、次に、エネルギー税と所
得税との関連について考察を行う（Ⅱ）。その
上で、エネルギー税の効果について検討した
後（Ⅲ）、最後に、今後の我が国のあり方を考
えるために、オランダから若干の示唆を得た
い（Ⅳ）。 

 

Ⅰ オランダの環境関連税の財源調達機能 

1．環境関連税の税収 

現行のオランダの環境関連税には、環境税、
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個別消費税、自動車関連税がある。環境税と
は 、 環 境 税 法 （ Wet belastingen op 

milieugrondslag）に規定されているエネルギ
ー税（energiebelasting）、水道税（belasting 

op leidingwater）、石炭税（belasting op 

kolen）、廃棄物税（afvalstoffenbelasting）
である。個別消費税は、個別消費税法（Wet op 

de accijns）の下でガソリン、LPG、ディー
ゼルといった燃料に課される鉱物油税
（Accijns op minerale oliën）である。その
他、自動車関連税には、自動車保有税
（Motorrijtuigenbelasting）(7)、乗用車およ
び二輪車税（Belasting van Personenauto’s 

en Motorrijwielen ） ( 8 )、自動車重量税
（Belasting zware motorrijtuigen）(9)がある。 
これらの環境関連税の税収は、2012年現在、

186億ユーロで、税収全体の 13.7％を占めて
いる。 

オランダでは、環境関連税の財源調達機能
が重視された結果、税収の少ない環境関連税
については、廃止が検討された。2010年、税
制調査委員会は、税制の一層のグリーン化を
提言するとともに、地下水税や廃棄物税と
いった税収の低い環境税は、複雑で環境への
効果が少ないことから廃止することを提案し
た(10)(11)。2012 年に、執行コストが高いとい
う理由から、地下水税(12)、梱包税など、5 つ
の少額な環境関連税が廃止された(13)。これに
よって、環境関連税の税収が減少するととも
に、エネルギー税の占める割合が相対的に増
加している。 

2．エネルギー税の税収 

 現行のエネルギー税は 1992 年に創設され
た一般燃料税（brandstoffenbelasting）が、
度重なる改組を経て、現在の形となったもの
である。一般燃料税は、燃料消費税法（Wet 

verbruiksbelastingen van brandstoffen, 

geheven naar een milieugrondslag）の下で
導入された後、環境税法 (14)へ組み込まれた。
一般燃料税は電力を課税対象としていなかっ

た が 、 1996 年 、 規 制 エ ネ ル ギ ー 税
（Regulerende Energie Belasting）の導入に
より、電力が課税対象とされた。2004年、環
境税法の下で、規制エネルギー税はエネルギ
ー税に改組され、現在に至っている。 

規制エネルギー税およびエネルギー税の税
収は 1996 年以降、大方、右肩上がりに増加
しており、2006年をピークとして、やや減少
傾向にあるものの、2012年には、約 39.5億
ユーロの税収となっている。2012年現在、エ
ネルギー税の税収は環境関連税全体の 25％
程度を占めている（図 1）。1996 年の規制エ
ネルギー税の税収に比べ、2012年のエネルギ
ー税の税収は約 8倍となっており、税収の伸
びが非常に大きい（図 2）。 
 
（図１）環境関連税の税収 

(10億ユーロ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所） CBS,Environmental accounts of he Netherlands 

2012, at 73 (2013). 

 

（図２）規制エネルギー税およびエネルギー

税の税収（1996～2012 年） 
（百万ユーロ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出所） 

http://statline.cbs.nl/StatWeb/publication/?VW=T&DM=SLNL

&PA=81383NED&D1=2-8&D2=0-1,59-60&D3=a&HD=12112

1-1350&HDR=G2&STB=G1,Tより作成。 

自動車保有税 乗用車および二輪車税

個別消費税（石油） エネルギー税

個別消費税（石油以外の鉱物油） エネルギー税以外の環境税
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Ⅱ エネルギー税と所得税との関連 

1. 所得税改革（1990年）と消費課税への移行 

オランダでは、1980年代後半、福祉国家を
存続させるための税制改革が必要とされ、オ
ーツ（Oort）委員会による税制改正案が策定
された。1990年にオーツ・オペレーションと
呼ばれる税制改正が行われ、所得税の課税ベ
ースを拡大し、所得税と社会保険料の税率を
統合した上で、所得税率の大幅な引き下げを
行った。また、オーツ・オペレーションは、
所得税の控除の廃止や税率構造の簡素化に
よって、所得税率の引き下げの財源とした(15)。
税収の対GDP比を1985年と1995年とで比べ
てみると、所得税については19.4%から
19.3%、社会保険料についても44.3%から
43.2%へとむしろ減少した(16)。所得税と社会
保険料とが統合された結果、所得税の最低税
率は低いものの、社会保険料と合わせた税率
は30％を超えた。そのため、所得税と社会保
険料の税率を低くすることが、大きな課題と
なった。オランダでは、高齢化社会の下で所
得税や社会保険料の税率の引き下げの財源を
確保するため(17)、所得から消費へと課税を移
行させることが検討された(18)。 

2. 汚染者負担原則と一般燃料税の導入（1992

年） 

オランダでは、1992年に、汚染者負担原則
に基づき、炭素含有量とエネルギー量を基準
とした一般燃料税が導入された。一般燃料税
の課税対象は、①ガソリン、②軽油、③重油、
④LPG、⑤石炭、⑥高炉ガス、⑦コークス炉
ガス、⑧精油所ガス、⑨石炭ガス、石炭ガス
化ガス、⑩天然ガス、⑪発電用ウラン 235で
ある。個々の課税対象燃料に対する税率は、
単位当たりの燃料別エネルギー量、炭素含有
量と、１年に消費される燃料の総量を基礎と
して、エネルギー量と二酸化炭素含有量それ
ぞれ 50％ずつ設定された。一般燃料税の納税
義務者は、鉱油については消費税納付義務者、
石炭については採掘、輸入し、自ら燃料用に

消費するか燃料用に販売する者、ガスについ
ては採掘して燃料用に消費する者、精製また
は輸入して燃料用に販売する者、ウラン 235

については発電施設設置者である(19)。一般燃
料税は、1994年、汚染者負担原則に基づく環
境税法に組み込まれた。 

そもそも、オランダは、エネルギーの節約
によってエネルギーおよび化石燃料の使用量
の削減を目指したという経緯がある（1989

年 、「 国 家 環 境 政 策 計 画 」 National 

Environmental Policy Plan）。 

排出権取引や税、課徴金といった市場的手
法は、費用対効果の高い方法で、市場の失敗
を修正することから、EU では政策実現の手
法として用いられている(20)。とりわけ、税に
よる手法（fiscal instruments）は、より持続
的な方向に消費者の行動を変えるための有効
な手段とされ、汚染物質に直接、または間接
的に税を課す方法が利用されている。そして、
経済的手段の利用にあたっては、汚染者が原
則として、汚染の費用を負担する必要という
アプローチを考慮すべきであるとされている
（「環境と開発に関するリオ宣言」16 条）。
EU では、1987 年に発効した単一欧州議定
書（EC 条約の改正）において、環境に関す
る規定が取り入れられ、汚染者負担原則など
環境保全の基本政策が規定された。また、
1993 年 11 月に発効したマーストリヒト条
約は、EC条約 2 条に共同体の任務の一つと
して、環境と持続可能な発展を挙げ、汚染物
質に直接または間接的に税や課徴金を課す環
境関連税は、汚染者負担の原則が根拠とされ
ている（欧州連合運営条約 191条 2項）。 

なお、EUでは1990年代初頭に域内におけ
る共通炭素税の導入が検討され、2003年には
汚染者負担原則に基づき域内のエネルギー税
率の調和を目指して、最低エネルギー税率指
令（2003/96/EC）(21)が採択された(22)。2011

年の修正指令案（IP/11/468）(23)は、エネルギ
ー製品および電力に対する最低税率と、エネ
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ルギーの炭素含有量に応じた炭素税の最低税
率を定め、2013年の発効を目指したが、未だ
発効していない。 

一般燃料税の税収は 1991年には 9.25億ギ
ルダーであったが、1992年には 13.85億ギル
ダーの税収が見込まれた(24)。一般燃料税の税
収は、一般財源とされたものの、環境にかか
る財政支出を賄うこととされ(25)、所得税減税
の財源とはされなかった(26)。 

3. 二重の配当理論と規制エネルギー税の導

入（1996 年） 

1980 年代はじめに、スイスの経済学者ビ
ンスバンガー（H.C.Binswanger）は、「エネ
ルギー税を引き上げて大気汚染を減らし、年
金保険料を引き下げて雇用しやすくする。エ
ネルギー税収入で年金保険料収入の減少を補
填する」という考えを提案した(27)(28)。環境税
制改革の理論的根拠は「二重の配当」にある
といわれ、資源やエネルギーにかかる税を増
税する一方で、環境を改善する効果とその税
収で労働にかかるコストや失業率を引き下げ、
経済を活性化させる効果を得ようとするもの
である(29)。環境税制改革とは、一定の環境関
連税の税収を確保し、それを一般財源、環境
目的の用途へ充当するほか、所得税や社会保
険料等の減税を通じて、税収の中立を確保し
ようとするものである(30) (31)。 

1992年に、政府諮問委員会であるウルフソ
ン委員会によって OECD 加盟国内の共通課
税案（A案）、オランダ国内のすべてのエネル
ギー消費に課税するする案（B案）、オランダ
国内の家計部門や中小企業といったエネルギ
ーの小規模消費に対する特定の燃料を課税対
象とする案（C案）の 3つのエネルギー課税
案が提案された。C案は、経済活動に影響を
与えることなく二酸化炭素排出量を削減する
ことが可能になるとされ、小規模エネルギー
消費に対する規制エネルギー税の導入が検討
された(32)。 

1994年の総選挙では、76年間にわたって政

権を占めてきたキリスト教民主主義政党が大
敗し、自由民主人民党と労働党からなる紫連
立政権が成立した。紫連立政権では、規制エ
ネルギー税の支持者が多数を占め、1995年に
国会で規制エネルギー税の導入が審議された
結果、1996年に、規制エネルギー税が環境税
法に導入された(33)。規制エネルギー税の規制
という文言は、税の主たる目的がエネルギー
の消費を削減することに由来している。 

規制エネルギー税の特徴は、電力やガスと
いったエネルギーの小規模消費者に対して高
い税率を課す点にあった。ただし、使用最低
限のエネルギーに関して回避不可能な消費量
を正確に測定することはできないため、便宜
上、小規模な使用量（800 ㎥までの天然ガス
の使用量と 800ｋWh までの電気使用量）に
ついて、非課税とされた。他方、大規模な工
場などの大口利用者への 170,000㎥を超える
天然ガスの使用量および 100,000ｋWh を超
える電気使用量についても、非課税とされた。
また、温室園芸のセクターに対するエネルギ
ー供給も非課税とされた。国際競争力の観点
から、企業に対する規制エネルギー税の課税
は避けられた。 

規制エネルギー税の立法化にあたって、欧
州委員会はこれらの非課税規定が、国家補助
（State Aid）禁止規定に抵触すると指摘し
た(34)。しかしながら、大規模産業セクターも
温室園芸セクターも自発的協定によって、エ
ネルギー効率を上げていること、および二酸
化炭素の削減について努力をしていることか
ら、規制エネルギー税は欧州委員会によって
承認された。 

規制エネルギー税の課税対象となるエネル
ギーは①重油、②ガソリン、③液化石油ガス、
④天然ガス、⑤電力であった。重油、ガソリ
ン、液化ガスに関しては蔵出しおよび輸入に
対して課税された(35)(36)。 

規制エネルギー税の税率は、導入時、天然
ガスの800㎥から170,000㎥の使用に対して
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4.33セント、電気の 800ｋWhから 50,000ｋ
Wh の使用に対して、2.95 セントの税率で
あった。 

規制エネルギー税は、炭素含有量は考慮さ
れず、消費される燃料の総量を基礎として課
税された。すなわち、エネルギーのカロリー
がエネルギー間で一定ではなく、その量や適
性に応じて多様なことから、従価税として税
率を設定するのが望ましいと考えられたと思
われる(37)。 

1995 年に組織された政府の諮問機関であ
るグリーン税制委員会が、1997 年まで 3 次
にわたり環境税制改革について検討した。『グ
リーン税制委員会 第 2次報告書』は、環境
税への移行による環境へのポジティブなイン
パクトに注目したもので、あまり、雇用への
ポジティブな効果を期待してはいなかったと
している(38)。『グリーン税制委員会 第 3 次
報告書』では、EU で統一されたエネルギー
税がない以上、エネルギーに対する課税を強
化する根拠が不十分であるとの見解が出され
たものの、エネルギーに対する課税を引き上
げることで、所得税の減税の財源になるとの
見解が示された(39)。『21 世紀の税制』は、間
接税は、直接税と異なり租税回避が少ないの
で税収を安定的に確保できるというメリット
があるとしている(40)。そして、エネルギー関
連税から 34 億ギルダー、その他の環境関連
税から17億ギルダーの税収増が見込まれ(41)、
それを所得税の減税に用いるとしている(42)。
もっとも、規制エネルギー税の税収は、勤労
者の社会保険料を 0.19％、所得税の税率を
0.6 %引き下げ、法人税の税率を 3％引き下げ
るための財源とすることが予定されたにとど
まる(43)(44)。したがって、規制エネルギー税の
導入は、所得税および社会保険料の税率の引
き下げのための財源としての意義は、当初は
さほど大きくなかったと考えられる。 

4. 2001 年税制改正と規制エネルギー税 

1995年に 7％を超えていた失業率は、1996

年には 6.6％、1999 年には 3％まで低下した
(45)(46)。オランダの財政収支は 1999年に黒字
に転換し、また、1990 年代後半、3～4％程
度の経済成長を続けた。こうした現象は、「オ
ランダの奇跡」と呼ばれている(47)。2000 年
もこの傾向は続いていたが、2000 年 9 月に
公表された 2001年税制改正案は、「オランダ
の奇跡」に安住することなく、高齢化に伴う
医療費や年金の増大に備えて財政基盤を堅固
なものにすることを目的の一つに掲げた(48)。 
規制エネルギー税の税収は、導入時に 5.6

億ユーロ（1996 年）であったものの、10.1

億ユーロ（1998 年）、さらに 28.2 億ユーロ
（2004 年見込み）と、導入時に比べ 5 倍以
上となることが見込まれた(49)。2001 年の規
制エネルギー税の税収は、23.2 億ユーロで
あった（図 2）。 

2001年税制改正では、勤労所得および居住
用不動産の帰属所得に対する最低税率（社会
保険料率を含む。）は 33.9％から 32.35％に引
き下げられ、第2ブラケットの税率は37.95％
から 37.6％に、第 3ブラケットの税率は 50％
から 42％に、最高税率は 60％から 52％に引
き下げられた(50)。その際、規制エネルギー税
からの税収が、勤労所得に対する所得税およ
び社会保険料の税率の引き下げ（1995年に比
べ、▲3．4％。）の財源に充当された(51)。 

5. エネルギー税への改組（2004 年） 

最低エネルギー税率指令（2003/96/EC）の
発遺により、オランダは、2004年、環境税法
において規制エネルギー税をエネルギー税に
改組し、よりエネルギーの小規模消費者にタ
ーゲットを絞った課税を行うようになった。
改組により、石炭以外のエネルギーへの課税
は個別消費税法へと再編統合されることとな
り、一般燃料税は石炭のみを課税対象とされ
た。その結果、エネルギー税の課税対象は、
天然ガスと電力の使用量とされた。 

エネルギー税の納税義務者は、エネルギー
の供給事業者である(52)。エネルギー税は、消
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費者との接続による天然ガスや電力の供給、
すなわち、天然ガスや電力の小規模エネルギ
ー消費者への売却に課税される。 

エネルギー集約型企業に対する供給にかか
るエネルギー税については、規制エネルギー
税と同様、非課税とされ(53)、また、大規模な
工場などの大口利用者の天然ガスの使用量お
よび電力使用量については低税率が適用され
ている。これは、エネルギー税が、輸出競争

力を阻害するリスクがあるためである。 

他方、発電に際して再生可能エネルギーが
使用される場合、エネルギー税は非課税とさ
れ、消費者は、再生可能エネルギーを選択す
るインセンティブが与えられている(54)。 

エネルギー税の税率は逆進的である。エネ
ルギーの消費量が増えるほど税率は低くなる。
また、税率は物価上昇率を加味して毎年、改
正される（表１）。 

 

（表１）エネルギー税の税率の推移 

天然ガス ユーロセント/ m3  

  1998 2001 2006 2013 2014 

0 - 800 m3  0 13.06 15.07 18.62 18.94 

800 - 5,000 m3  5.3 13.06 15.07 18.62 18.94 

5,000 - 170,000 m3  5.3 6.65 12.38 18.62 18.94 

170,000 - 1,000,000 m3   2.07 3.4 4.39 4.46 

1,000,000 - 10,000,000 m3   1.03 1.16 1.6 1.63 

> 10,000,000 m3  非事業用   1.03 1.08 1.15 1.17 

> 10,000,000 m3 事業用   0.68 0.77 1.15 1.17 

 

電力 ユーロセント/ kWh  

  1998 2001 2006 2013 2014 

0 - 800 kWh  0 5.83 7.05 11.65 11.85 

800 - 10,000 kWh  1.34 5.83 7.05 11.65 11.85 

10,000 - 50,000 kWh  1.34 1.94 3.43 4.24 4.31 

50,001 - 10,000,000 kWh 0.59 0.94 1.13 1.15 

> 10,000,000 kWh  非事業用     0.1 0.1 0.1 

> 10,000,000 kWh 事業用     0.05 0.05 0.05 

 

（出典）IEEP, EVALUATION OF ENVIRONMENTAL TAX REFORMS: INTERNATIONAL EXPERIENCES 

Annexes to Final Report, p.70 (2013)及び 

http://www.belastingdienst.nl/wps/wcm/connect/bldcontentnl/belastingdienst/zakelijk/overige_belastingen/belastin

gen_op_milieugrondslag/tarieven_milieubelastingen/tabellen_tarieven_milieubelastingen 

 

 
2013年の税制改正では、発電所用の天然
ガスにかかるエネルギー税の非課税措置の
廃止といった課税ベースの拡大と、天然ガ
スにかかるエネルギー税の税率構造の改正
がなされ、事業者と非事業者との税率の区
分がなくなった(55)。 

エネルギー税の税率の引き上げと課税ベ
ースの拡大に伴い、エネルギー税の税収は
増加する傾向にある（図2）。 
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Ⅲ エネルギー税の効果 

1. 所得税および社会保険料の税率の引き

下げ 

オランダでは、1990年代から徐々に環境
関連税の課税ベースを広げ、税率を引き上
げていったが、対象とされた財は、さほど
価格にセンシティブな製品ではなかったの
で、2001年税制改正において、税収を勤労
所得にかかる税率の減少に充当することが
できたといわれている(56)。しかし、大規模
産業セクターやエネルギー集約型企業に対
しては特例措置が講じられているため、思
いの他、所得税や社会保険料の税率を引き
下げるほどの財源を確保することはできな
いものと考えられる。実際に、2001年の税
制改正以後、所得税および社会保険料の税
率は大きく引き下げられてはいない。所得
税の税率は、2001年から 2014年までの間、
第 3ブラケットと第 4ブラケットの税率は
ほとんど変化していないが、最低税率は、

近年、上昇する傾向にある（図 3）。2013

年の税制改正では、所得税のブラケットの
範囲を拡大し、最低税率が 1.95％から
5.85％に引き上げられ、第 2ブラケットの
税率も 10.8％から 10.85％に引き上げられ
た。しかし、社会保険料の税率については、
2007年以降、31.15％と変化していない。 

2. 雇用への効果 

所得税や社会保険料の減税は、労働にか
かるコストを引き下げ、失業率を引き下げ
るといわれている。 

オランダでは、1995年に 7％を超えてい
た失業率は、1996 年には 6％、2001 年に
は 2.5%へ下がった。1996年の環境税制改
革は、短期的には、失業率の低下に対して
効果があったと見ることができよう。しか
しながら、2003年には失業率は 4％に上昇
した(57)ことから、その効果については今後
の検証が必要である。 

 
 

（図３）所得税および社会保険料の税率の変化（2001～2014 年） 
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（出所） 

http://www.jongbloedfiscaaljuristen.nl/databank/tarieven_&_cijfers/tarieven_inkomstenbelasting/ 

 

3. 環境への効果 

環境関連税は、VATとは異なり、環境への
効果が期待できるといったメリットを有す
る(58)。 

環境関連税によって環境政策が達成された
か否かについて、多様な環境関連税と環境へ
のインパクトとの関係は評価が困難であると
の指摘もある。二酸化炭素排出量は、1990
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年から 2008年の間、15.94億トンから 17.57

億トンへと増加し、平均年間気温は、1979

年には 8.5℃だったが 2007 年には 11℃に上
昇した。家計の年間の電力消費量は、家庭用
電化製品やコンピュータの増加によってむし
ろ、増加している。家計の天然ガスの平均消
費量は減少したが、それは、一世帯あたりの
平均人口が 1978年には 2.83 人から 2.25 人
に減少したことや、補助金の増額によって
1981年から 1990年の間、二重ガラスを装備
した家庭が 30％から 70％に増え、さらに、
90％にまで増加したこと、および、断熱の家
屋が増えたことが原因であるとされる。さら
に、1996年の規制エネルギー税の導入によっ
て、人々はエコ・フレンドリーな行動を誘引
されたかもしれないが、むしろ、市民や企業
の省エネやエコ・フレンドリーな行動に影響
を与えているのは、断熱助成金やエコカーに
対する補助金であるとする説もある(59)。 

結局、エネルギー税による環境政策の達成
は不明確であるといえよう。 

4. 家計への影響 

エネルギー税が炭素税であるならば、むし
ろ二酸化炭素の排出量の多い大規模産業セク
ターこそ課税対象とされるべきである。しか
し、エネルギー税の前身である規制エネルギ
ー税の立法化にあたって、大規模産業セクタ
ーは非課税とされ、また、エネルギー多消費
型産業に対する燃料税については、軽減措置
が導入された。これは、勤労所得課税の軽減
は労働集約型の産業にメリットが多く、燃料
課税はエネルギー集約型産業に不利益が大き
いため、産業間調整を図る必要があるという
理由による(60)。エネルギー多消費事業者に対
する不公平な狙い撃ち課税は避けられている
ものの、一般家庭や中小企業といった小規模
エネルギー消費者への狙い撃ち課税となって
いるといえる。 

さらに、エネルギー税と VATとは、重複し
て課税されることになるので消費者の負担が

増えることになる。商品に課税される環境関
連税は VAT の課税標準に含まれることにな
り（Directive 77/338/EEC, Art 11(A.2.a.)）、
制度的に二重課税は正当化されているといえ
よう(61)。また、エネルギー税と VAT では課
税目的が異なることから、二重課税にならな
いと考えられる。 

エネルギー税は結局、消費者に転嫁される
ため、低所得者に対する配慮が必要となる。
消費期間（12ヶ月）当たり、エネルギー供給
接続ごとに 318.62 ユーロの税額控除の適用
が可能であり(62)、便宜上、小規模な使用量の
消費者の税負担は緩和されている。しかし、
エネルギー税の税率は逆進的であるため、低
所得世帯が他の世帯より大きな影響を受ける
可能性がある。もっとも、この点については、
所得税の減税と抱き合わせになっていること
で、納税者の理解が得られているとする見解
がある一方、年金受給者にはその恩恵が所得
税や社会保険料の減税が及ばないといった問
題がある(63)。 

 

Ⅳ まとめ 
オランダの電力やガスの消費に対する規制
エネルギー税は、所得税や社会保険料の税率
を引き下げるための財源として用いられ、と
りわけ、2001年の税制改正における所得税率
および社会保険料の引き下げに大きく貢献し
た。しかし、2001年以降、所得税や社会保険
料の税率は引き下げられておらず、さらに、
エネルギー税の環境や雇用に対する効果も限
定的である。もっとも、エネルギー税は、恒
常的な税収を確保する上では、一定の効果を
挙げていると考えられ、それによって、社会
保険料の税率が維持されていると見ることも
できる。環境関連税による安易な財源調達に
ついては、環境税本来の目的からは疑問視す
る見解もあるが(64)、大規模産業セクターやエ
ネルギー集約型企業へも課税を行うことで、
より財源調達と環境配慮の実効性を高めるこ
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とが可能となろう。 

我が国では、社会保障制度を維持するため
の財源を恒久的に確保するためには、個別消
費税への課税が必要だという考えがある一方
(65)、税制のグリーン化について、「中長期的
には、税体系における環境配慮の比重が相対
的に高まっていくこと、特に、個別間接税の
うち量に応じて課税する従量税の分野におい
て、環境負荷に応じた課税の果たす役割が大
きくなることも考えられる。」(66)とされてい
る。将来的には、「個別間接税のうち量に応
じて課税する従量税」として、かつて地方税
としてあった電気ガス税を国税として復活さ
せ、社会保険料の引き下げや社会保障費の財
源に充当することも検討に値すると考えられ
る(67)。 

電気ガス税を直接、市町村が課税すること
は、地方の財源を充実させる意味があるが、
エネルギーの使用が複数の行政区域にまたが
ることで、課税上、煩瑣な手続きが必要となっ
たり、徴収に際してどの市町村の区域に属す
るかが問題となったりすることも少なくない
ことから(68)、むしろ、国税として導入する方
が効率的であろう。 

財源調達と環境配慮の実効性を高めるため
には、電力やガスを多く消費する企業にも広
く薄く課税をすることが必要であるが、国際
競争力を阻害しないよう、キャップ制などの
方策を採用することが考えられよう。 
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